
  　 　 　 　 　 　 　 　

1　事業の概要

①　成果目標（H27)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

合計 1,829 1,493

成果 達成状況

1,332人 1,472人 1,464人

140人 132人 未達成

未達成

目標

実施期間 Ｈ１８ ～

・平成27年度研修受講者数 140名（年間平均受講者数）
　（平成26年度研修受講者数 171名）
・平成18年度からの研修受講者延数 1,332名

Ｈ27 H28
目標

H26末
（実績）

事業番号 05 08 04 事業改善シート （27年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名
部局 健康福祉部

６－２　いきいきと安心して暮らせる社会づくり

障がい者支援課

shogai-shien@pref.nagano.lg.jp

課・室

H18からの県内研修
受講者数

140人

２　障がい者支援の充実

障害支援区分認定調査員研修事業 担
当
課

実施は困難

1,820

施策の総合的展開

県が関与
する理由

県関与の必要性あり
【左記の説明、根拠法令等】

障害者総合支援法
地域生活支援事業実施要綱県民との協働による実施：

目指す姿
・障害者総合支援法における障害支援区分の認定調査に関し、全国一律の基準に基づき、客観的かつ公平・公正に障害者給付等の事
務が行われるよう、市町村職員等に対する研修を実施し、障害支援区分認定調査員の養成と資質向上を図る。

現状
（予算編成

時）

・障害支援区分の認定調査は、市町村の職員や市町村の委託を受けた指定一般相談支援事業者等であって、県が行う研修を修了した
者が実施する。
・市町村職員の異動等があることから、毎年研修を実施することが必要。

総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail

（決算） （当初）

１．障害支援区分認定調査員研修 直接
・国の研修を修了した当課職員及び他課職員による研
修

1,829 1,493 1,820

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H27事業実績
H27 H28

（当初）

1,820
171人

27年度 28年度

0

項目

研修受講者数

1,829 1,829 1,820

成果目標の達成状況

1,240 1,371 1,493

概　算
人件費

0.05 0.05 0.05 0.05

413

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 25年度 26年度

Aの
財源

1,829合計（A) 1,829

当初予算 1,829

413 414 414

今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

障害支援区分に係る認定調査が公平、公正に実施されるよう、障害支援区分認定調査員の養成及び資質向上のため研修を継続してい
く。

目標に対
する成果
の状況

新任調査員は前年度とほぼ同数の受講があったが、現任調査員は大きな改正がなかったため受講者数が少なく、目標未達成であった。

 概算事業費（B（A）+C） 1,653 1,784 1,907 2,234

0 0 0 0

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

36

1,792 1,792 1,792 1,784

予
算
額

前年度繰越

37 37 37

1,829

補正予算 0


